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平成23年度は東日本大震災、タイの大洪水、歴史的な超円高や貿易収支の赤字など、主として大企
業が影響を受け、それが中小企業に波及し極めて厳しい経営環境が続いた。府内中小企業にも影響を
及ぼし、モバイル関連地元企業の製品絞り込みによる拠点工場の府外集約化、自動車関連地元企業や
関西大手家電メーカーの海外展開等による部品生産量の減少、和装の最大消費地である東北地方から
の購買の激減など、震災、円高の影響による受注見通しの悪化が見受けられる。
一方、一般機器や金属製品ではタイ洪水の復旧需要に支えられた受注の増大も見られる。また大企業

を中心に、様々な産業分野における製品開発拠点の海外移転の拡大も進み、逆に中国家電メーカーが
京都拠点を設立するなど、開発拠点のグローバルな展開が進みつつある。
中小企業の新規顧客開拓や自立化、オープンイノベーションに対応した新しい企業連携の組み立て、

海外市場を視野に入れた試作産業の集積、地域ソーシャルビジネスの活性化、農業の6次産業化、中小
企業のアジア等海外市場でのビジネス展開の活発化など、国内市場の収縮と海外市場への拡張を基調と
した、新しい変化に対する地域経済と府内中小企業の様々な対応が求められている。当財団として、府
内の産業支援機関としっかり連携しながら、質の高いサービスの提供を役職員一丸となって推進していく。

平成24年度 公益財団法人京都産業21事業計画

○事業計画の概要
１　相談・広報
（1）	専門家派遣・窓口相談事業
（2）	情報提供事業
（3）	専門的・高度人材活用事業
（4）	中小企業支援ネットワーク強化事業

２　経営課題の解決
（1）	市場開拓

・受発注情報提供事業
・マーケティング支援事業
・異業種交流推進事業
・中小企業販路開拓展開等支援事業
・北京都ものづくり拠点構想推進事業
・伝統産業若手育成事業

（2）	設備貸与（リース・割賦）
・設備貸与事業
・小規模企業者等設備導入支援事業
・地域ものづくり企業設備投資支援事業

（3）	人材の育成
・人材育成支援事業
・人材育成研修事業
・北部産業活性化拠点事業
・事業後継者育成支援事業

（4）	IT（情報技術）の活用
・IT活用促進支援事業
・広域連携ネットワーク事業

（5）	貿易・海外市場の進出
・京都企業アジア市場開拓支援事業
・京都イタリア中小企業交流支援事業
・海外ビジネスサポートセンター事業
・農産物輸出ビジネス支援事業

（6）	商業の活性化
・商業活性化支援事業

３　経営革新・企業連携・新事業の展開
（1）	経営・事業計画

・中小企業研究開発等応援事業受託事業
・地域産業研究開発支援事業
・知恵の経営の推進

（2）	起業・創業
・元気企業・旗揚げ促進支援事業
・専門的・高度人材活用事業
・京都経営品質協議会の運営支援

（3）	企業連携
・京都企業戦略的共同研究推進事業
・交流連携促進事業
・KIIC（京都産業創造クラブ）事業
・異業種推進交流事業

（4）	産学公連携
・交流連携促進事業
・産学公連携研究開発資金支援事業
・ウエルネス産業の創出支援

（5）	試作産業推進
・試作産業総合支援事業

（6）	新産業育成・地域振興
・きょうと元気な地域づくり応援ファンド事業
・きょうと農商工連携応援ファンド事業
・京都環境ナノクラスター業務受託事業
・京都企業創造ファンド事業
・ベンチャー企業ソフト支援事業

平成24年度 公益財団法人京都産業21事業計画

【お問い合せ先】 （公財）京都産業21 企画総務部 TEL：075-315-9234  FAX：075-315-9240
E-mail：somu@ki21.jp



 2012. 4 Management & Technology for Creative Kyoto 2	

【３つの基本的機能】
企業の技術課題解決に向け、３つの基本的機能を備え対応します。

①	支援機能　　　　　　　②研究開発機能　　　　　　　③連携機能

【事業推進のめざす４つの方向性】
①企業の期待に応えられる技術サービス・情報を提供します。
②技術課題の本質をとらえ、豊富な評価機器を駆使して課題解決に導きます。
③産業構造の変革に対応できるひとづくりを応援します。
④府内企業の発展を生みだす新産業の創造・新技術の開発を支援します。

【重点目標】　私たちは、中小企業の技術力向上を支援する機関として、お客様に気軽にご利用いただき、役立つサー
ビスを提供し、今後３年間でお客様満足度100％をめざします。

【技術支援】
・技術課題フォローアップの体制の確立
・地域技術相談会の実施
・機器利用技術マニュアル（仮称）の作成
・技術シートの作成
◆業務評価に係る数値目標◆
課題解決率　60％以上

①柔軟な技術支援体制　②情報共有・技術の伝承　③機器利
用者への支援体制強化（複数担当制）　④技術職員の資質向上に
取り組みます。
また、知的財産の管理、計画的な機器の整備、関係機関との
連携・交流を行います。

【研究開発】
・技術相談報告の分析による研究テーマの発掘
・企業連携技術開発等のコーディネート
・研究評価・技術移転チームによる技術移転
◆業務評価に係る数値目標◆
学術論文投稿数・口頭発表数　10件以上

【人材育成】
・1担当（グループ）1研究会の運営
・多様で幅広い研究会・セミナーの充実
・研究生・実習生受入のカリキュラム作成
◆業務評価に係る数値目標◆
運営する研究会数　8研究会以上

計画の目標を達成するために、職員一丸となって事業を推進し
ます。そのために、中期事業計画推進委員会を設置し、PDCA
に取り組みます。
また、事業の進捗状況について、公表します。

【情報発信】
・利用者の関心分野に対応したメールマガジンの発信
・多様な媒体による広報
・施設の公開
◆業務評価に係る数値目標◆
メールマガジン発行部数　19,000件以上

京都府中小企業技術センター中期事業計画

京都府中小企業技術センターでは、「中期事業指針」（実施計画期間：平成19年度～平成23年
度）の見直しを行い、当センターの基本理念等を「憲章」として定めるとともに平成24年4月から3
カ年の中期事業計画を策定しましたのでお知らせします。
これからの3年間で、当センターが企業の皆様に気軽に利用していただける「開かれたセン

ター」、そして企業のお役に立てる「頼られるセンター」をめざし、職員が一丸となって地域の企業
支援を行う機関として実践します。

京都府中小企業技術センター中期事業計画を策定しました!!
実施計画期間：平成24年4月～平成27年3月

◆ありたい姿◆

◆今後３年間の重点目標、具体的取組と主な数値目標◆

◆技術支援体制の充実・強化◆ ◆計画の推進◆

【中期事業計画のポイント】

詳細は、　http://www.mtc.pref.kyoto.lg.jp/inf/cen/pub/kei

【お問い合せ先】 京都府中小企業技術センター
企画連携課 企画・連携担当

TEL：075-315-８６３５  FAX：075-315-9497
E-mail：kikaku@mtc.pref.kyoto.lg.jp
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公益財団法人京都産業21では、平成24年3月に、現在の経済状況や財団を取り巻く環境の変
化を踏まえ、財団の果たすべき役割を再認識し、取り組むべき重点指針となる第3次中期計画を策
定しました。
第3次中期計画は、財団の「基本理念」や「行動指針」を達成するための方向とその実現に必要

な枠組みを示した、平成26年度までの3ケ年計画です。

公益財団法人京都産業21　第3次中期計画（平成24-26年度）

「基本理念」「行動指針」（平成15年3月策定）

基本理念
われわれは、顧客とのコミュニケーションを最も大切にし、あらゆる資源の有効活用を図り、中小企業の企業
活動に真に役立つ質の高いサービスを提供することにより、京都産業の発展に貢献します。

1．キャッチフレーズ

2．基本方針
（1）「真に頼れる」経営のベストパートナー

中小企業との強い信頼関係のもと、企業個別の状況に精通し、的確なアドバイスができる機関となる

（2）グローバル化・成長分野へのチャレンジの支援
「グローバル展開」や「新成長分野への進出」等、新たなビジネスチャンスへの積極的なチャレンジを支援する

（3）「現場力を活かした」施策の立案への貢献
「現場で起きていること」を共有し、現場コミュニケーションからの発想に基づいた企画を立案する

京都府

他支援機関

中小企業

3．財団の位置づけ
企業の成長と
雇用の促進

振り返り・
提言

現場の情報・
ニーズ

連携

情報提供・
支援

協働

京都府産業支援センター

京都産業21

Always Together（いつもいっしょに）	 〜活力ある未来のために〜
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公益財団法人京都産業21　第3次中期計画

行動指針
●企業との対話、現場への訪問を通じて、真の企業ニーズをは握し、迅速かつ的確なサービスの提供に努めます
●人的・情報ネットワークを拡げ、顧客の期待に応えるより良い情報・サービスを創出します
●産業支援機関、関係企業など、パートナーとの協力関係を密にし、中小企業の諸課題の解決に取り組みます
●企業・大学などの相互交流、連携により、広く英知を集め、経営革新、新産業の育成、新事業の創出を促します
●職員一人ひとりが常にスキルアップを図り、誠意をもって、企業と共に考え、果敢に行動します
●情報の共有と自由闊達な議論により、自ら考え、行動し、自己革新を続ける活力ある職場風土を築きます

第１次中期計画（平成16-20年度）

第２次中期計画（平成21-23年度）～知恵の経営を進める企業のベスト・パートナーを目指します～

注：1．キャッチフレーズ
3年間で目指す姿を「一言」で言い表したもの

2．基本方針
中期計画で目指す姿をまとめたもの

3．財団の位置づけ
顧客、京都府との関係の中で財団の位置づけを確認したもの

4．事業展開のフィールド
京都産業21が活躍する分野や、比重を置いて支援していく顧客の属性を
記したもの

5．顧客向け重点サービス
京都産業21が顧客に提供する重点的なサービスを記したもの

6．府・他の支援機関との連携強化
府や外部パートナーとの連携を進めるための対策を記したもの

【お問い合せ先】 （公財）京都産業21 企画総務部 TEL：075-315-9234  FAX：075-315-9240
E-mail：somu@ki21.jp

Always Together（いつもいっしょに）	 〜活力ある未来のために〜

4．事業展開のフィールド

5．顧客向け重点サービス

6．府・他の支援機関との連携強化

製造業

販路開拓
国内の販路開拓及び、
特にアジア圏を中心と
したグローバルな販路
開拓を支援する

①京都府施策の立案提言
・�施策を実行する「現場」の知恵を施策の立案に積
極的にフィードバックする

②京都府施策の実行
・�京都府にて立案された施策を現場力を活かし実行
し、効果を最大化する

③他の支援機関との一層の連携
・�施策の効果を最大化するために京都産業育成コン
ソーシアムをはじめ、他の支援機関との連携を図る

連携強化
新技術の開発、新サー
ビスの開発のために、
企業間及び産学との連
携を支援する

経営力強化
応援条例の認定制度や設備
導入、人材育成等の各種支
援策の活用を促すことによ
り、経営力の強化を支援する

情報提供
企業経営に役立つ、京都
産業21の職員が現場で
収集してきた、鮮度の高い
生の声や情報を提供する

相談
府内中小企業の良き相談
相手として、顧客企業の課
題の把握・識別・課題解決に
向けてのアドバイスを行う

成長分野
（ICT、コンテンツ、環
境、試作、ライフサイエ

ンス等）

地域資源を
活用した事業

（コミュニティビジネ
ス、ソーシャルビジネ
ス、農業等）

伝統産業
（京都特有の
伝統産業等）

商業・サービス業
など

（小売、サービス業）

府内中小企業
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2月23日（木）、「京都ビジネス交流フェア2012」で開催された「京都“ぎじゅつ”フォーラム」の基
調講演の内容を紹介します。

京都“ぎじゅつ”フォーラム2012 基調講演

●	4つの成長戦略で世界競争に挑む
弊社の創業は1893年5月
23日で、日本で初めて秤製造
の国家免許を取得し、秤メー
カーのパイオニアとして産声
を上げました。以来、計量技
術をコアとする総合機器メー
カーへと発展し、今年5月に
創業119年を迎えます。イシ
ダが世界競争に打ち勝つため
に目指すべき姿は、『世の適社・
適者』になること。そのための

行動規範として『異体同心』、『三現主義』、『Speed!�
Speed!�Speed!』、『智徳一体』、『志、そして日々前進』が、
2年前に就任した5代目社長・石田隆英によって打ち出
されました。企業理念は『三方良し』です。
会社の発展、継続性は技術力にかかっています。弊社

の開発・技術部門では、大きく分けて「知財経営戦略」、
「差異化技術戦略」、「もの創り戦略」、「人材育成戦略」とい
う4本柱で事業を推進しています。
まず知財経営戦略。企業にとって一番大切なのは売上

を伸ばし、利益を上げることです。単に特許を出願して
認められるかが論点ではなく、あくまで財産性と武器性
を兼ね備えた特許を取るようにしています。なにより競
合のない新しい市場を創造することが理想です。現場主
義を貫き、お客様のニーズを基に、既存の技術と新しい
差異化技術を融合させることが重要で、世界競争に打ち
勝つ唯一の道であると考えます。過去のやり方を全面的
に否定し、人真似をしない、組織のロボットにならない
ことが大事です。
海外進出をする中で危惧されるのは、技術がオープン

になることです。そこで現在、どうやって作ったかわか
らない加工技術や材料開発、組立の自動化など、「ブラッ
クボックス化」に取り組んでいます。また人材育成面で
は、人を育て活かしていくことが企業存続のキーワード

であり、人は挑戦なくして成長はしません。また人の成
長なくして会社の成長はありません。特に最近は技術や
市場の変化が速いため、これに対応できる人材の育成が
大切です。弊社では、こうした4つの戦略を通して革新
的な成長を遂げていきたいと考えています。

●特許出願の目的と方向性
特許出願の目的は、その発明を公開して人類共通の財
産とするとともに、技術の進歩を促進し産業の発展に寄
与すること。われわれの目的は技術の独占ではなく、あ
くまで市場の独占です。技術者は技術の独占を考えがち
ですが、グローバル競争に勝つためには、財産性と武器
性を兼ね備えた特許が重要になります。
特許法第29条1・2項にある「新規性」と「進歩性」が特
許として認められる要件です。今までにない技術である
こと、容易に真似されない技術であることの2点を兼ね
備えていないと特許は認められません。特に進歩性につ
いては、AとBを組み合わせて容易にできる技術であれ
ば認められず、われわれも何度か苦い経験をしています。
また、特許出願の方向性をどう決めるかですが、強い
特許は、あくまで容易に他社侵害を発見できるものでな
いと価値がありません。発見できないソフトウェアなど
はオープンにすると真似されるため、社内に蓄積してい
ます。また共願する際、特に大企業との共同開発で生ま
れた技術の特許は注意が必要です。また、海外への出願
となると、1件100万円ほどの費用がかかるため、資金
力がない企業は海外特許を放棄しがちで、これも注意が
必要です。
弊社の売上高と知財費用の関係を見てみますと、63
期までは売上高500億円強で推移し、3億円近い知財経
費を使っていました。64期から知財経費が下がります
が、これは明細書の内製化に取り組んだことと、他社が
われわれの特許を侵害しているかを見つける手段がない
ものについては出願をやめたことによります。特許の件
数は63期までは150件強ですが、64期で大きく減少。
攻撃性のないものについては出願をやめ、社内的な報奨
金を出してノウハウとして残すようにしました。特許出
願数は少ないものの、提案数はこの倍ほどあり、活性化
はしているのです。

株式会社イシダ
常務取締役

開発・生産本部長
中川 幸夫 氏

基調講演
株式会社イシダの経営理念と

知財を活用したグローバル展開
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京都“ぎじゅつ”フォーラム2012 基調講演

●特許裁判の実例
特許裁判の実例をご紹介します。1つ目は、縦型ピロー

包装機で海外メーカーから米英の2カ国で同時に訴えら
れたケース。強調したいのは、国によって審査の力点が
異なるという点です。米国では機械の構成要件という
ハード面に、英国では機械がどのように動くかというソ
フト面に力点が置かれたのです。心証形成でも、米国の
弁護士さんは日本文化に通じた人であったのに対し、英
国の弁護士さんはそうではなく不利になった面がありま
した。
2つ目の事例は、組み合わせ計量器。ホッパーの開閉

方法に関する特許ですが、A社から実施権の有無につい
て訴えを起こされて、これは弊社が勝ちました。海外の
メーカーに実施許諾している有力な特許で、これは勝つ
と思って実施権の結論が出る前に特許侵害で訴えを起こ
しました。すると、判決が出る前に相手は無効審判を起
こし、無効審決が出てしまいました。特許が成立してい
ることをベースに訴えを起こしても、逆に無効審判を起
こされると特許が無効になることがあるのです。後に逆
転して特許は有効となりましたが、最終的には『三方良
し』を企業理念とする弊社が和解を受け入れることにし、
次に備えて守り重視の体制を固めることにしました。
3つ目は、ドイツの展示会「インターパック」で弊社の

特許を侵害していた中国メーカーに対して、出展差し止
めを起こした事例です。これは海外メーカーがイシダに
警戒心を持つ契機になりました。海外に進出する際はこ
うした防衛策が大きな力になります。同じことがリベン

ジという形で起きないよう、2011年の「インターパッ
ク」に人員を派遣して対応策をとりましたが、問題は起
きませんでした。以上、海外で事業を行うには、知財の
行使が非常に重要になることをご理解ください。

●最後に
一番大事なことは弁護士さんに任せきりにしないこと
です。知財の弁護士さんは論理性を重視し、心証形成を
おろそかにされる傾向があります。法律に流されず、こ
ういう論理で攻めてくださいと要望することが大切です。
もうひとつは、新規性や進歩性の重要性です。特許が
あるからと安心しないこと。特許は牽制にはなりますが、
中国メーカーは情報公開となった時点でチェックし、す
ぐに特許出願してきますので、十分な注意が必要です。
また、教育の徹底も大事で、弊社では技術者自身に特
許の明細書を書いてもらいます。弁理士さん任せでは文
脈に誤差が生じやすく、そのまま翻訳されれば大変なこ
とになります。弊社では技術者が書きやすいフォーマッ
トを導入しました。これは大阪大学の玉井先生に指導を
受けています。最後に、玉井先生の著書である『知財戦
略経営概論』を参考資料としてご紹介しておきます。ご
清聴ありがとうございました。

【お問い合せ先】（公財）京都産業21 経営革新部 経営企画グループ TEL：075-315-8848  FAX：075-315-9240
E-mail：keieikikaku@ki21.jp
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2月24日（金）、「京都ビジネス交流フェア2012」で「財団設立10周年記念フォーラム」として、
ふたつの講演会を開催しました。今回は、基調講演の内容を紹介します。

財団設立10周年　記念フォーラム基調講演

●	持続型社会への挑戦
現代社会が抱えている課題

のひとつにエネルギー・資源制
約があり、特に昨年の東日本大
震災以降、この課題が強く日本
を覆っています。さらに、少子
高齢化や女性の社会進出という
流れから、快適性・利便性・安全
性を高めていくことも求められ
ています。
これらの課題を総合的に解決
するソリューションとして、まず

「再生可能エネルギー」の導入が期待されています。再生
可能エネルギーというと太陽光発電や風力発電が思い浮か
びますが、コストやエネルギー密度の点から根本的な問題
があります。それを社会に導入していくために必要な技術
的課題を解決していくことが新エネルギー・産業技術総合
開発機構（NEDO）の役割ですが、具体的には2つの方向性
があります。ひとつは、発電量が時々刻々と変化する気ま
ぐれな発電である再生可能エネルギーを蓄電池と組み合わ
せてICT技術を駆使して上手に使うこと。もうひとつは、電
力系統につないで余剰電力をためていくことです。さらに
一歩進んで、エネルギーだけでなく、交通手段や医療情報、
災害情報なども一体的に管理・制御し、暮らしやすい社会シ
ステムを構築することも必要です。これらを組み合わせた
“スマートコミュニティ”＝人、もの、技術がICTでつながった
安全、安心、快適な社会システムの実現をNEDOは目指し
ています。
NEDOは1980年に新エネルギーを開発するために発足

した団体で、①エネルギー・地球環境問題の解決、②わが
国の産業競争力の強化 という両視点から、産学官の英知
を結集してナショナルプロジェクトを推進し、将来的な課題
解決に向けてイノベーションを実行していくというミッション
を負っています。本日お話しする蓄電技術開発とは、再生
可能エネルギーを上手に使っていく、そしてわが国の蓄電
池産業を強力にしていくことに関わる、NEDOの本流とも

いえるプロジェクトです。

●蓄電池技術開発の背景
今後、蓄電池の重要なアプリケーションとなっていく電気

自動車は、運輸部門におけるCO2削減に大きな役割を果た
していくと考えられます。電気自体を水力や風力で充電す
れば、ゼロエミッションの実現も可能であり、CO2排出が少
ない交通体系がつくられていくでしょう。電気自動車はまだ
高価で、その半分は蓄電池の価格とい言われており、これ
を小型化、高性能化、低コスト化していくことは社会的な
意義があります。また、太陽光発電や風力発電のデメリット
はお日様任せ、風任せで出力が大きく変動することですが、
蓄電池によって電圧・周波数を安定させれば変動は吸収で
きます。
また、蓄電池産業をどう発展させていくかですが、
2010年のリチウムイオン電池の世界市場規模は約1兆
円。今後、主に自動車向けが急増し、2020年には5兆円
規模になり、蓄電池システムを含むスマートコミュニティ市
場は世界で数百兆円規模になるとも予測されています。そ
のような中、アメリカ、ドイツ、中国でも蓄電池開発は進ん
でいますが、実質的な日本のライバルは韓国で、携帯電話
などに使われている民生用は2011年に日本を抜いて市場
トップとなりました。今後は台湾など新興国の追い上げも予
想されます。

●蓄電池の種類
電池の種類には、大きく「いわゆる電池（一般的な乾電池

独立行政法人新エネルギー・産業
技術総合開発機構（略称 NEDO）
スマートコミュニティ部長

髙倉 秀和 氏

テーマ
NEDOにおける蓄電技術開発の

方向性について
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【お問い合せ先】（公財）京都産業21 経営革新部 経営企画グループ TEL：075-315-8848  FAX：075-315-9240
E-mail：keieikikaku@ki21.jp

財団設立10周年　記念フォーラム基調講演

など）」、「太陽電池」、「燃料電池」がありますが、「いわゆる電
池」の中で充電できないものを『一次電池』、繰り返し充放
電可能なものを『二次電池＝蓄電池』と呼んでいます。現在
普及している蓄電池は、主に携帯電話やノートパソコンに
使われている民生用ですが、今後は住宅用、輸送用のほか、
再生可能エネルギーの貯蔵用という市場が立ち上がってく
るでしょう。蓄電池の種類にはいくつかありますが、古くか
ら自動車に使われている「鉛蓄電池」は重く、大型化に難点
があります。「NaS電池」は定置型としてはコンパクトで低コ
ストですが、高温で使用するため民生用には適しません。「レ
ドックスフロー電池」は大容量向きですが、メンテナンスが
難しい電池です。ということで、今もっとも普及しているの
は「リチウムイオン電池」であり、エネルギー密度が高く、
長持ちする電池ですが、これも大容量化には課題もありま
す。
リチウムイオン電池は、小さくて軽く、しかもエネルギー
効率の無駄が少ない電池で、円筒型、角型、ラミネート型
などがあります。今後の開発は、正極・負極の物質構成を
いかに効率よくするか、いかにコンパクト化できるか、いか
に電解液の安全性を保つかの3点に集約されます。

●NEDOの取り組み
NEDOでは、将来使われるであろうアプリケーション別に

どのような二次電池が求められるかというロードマップを公
表しています。NEDOが取り組んでいる蓄電池開発は大き
く「定置用」と「移動体用」に分かれますが、主な開発要素は、
①系統につないで上手に使う技術の確立、②安全に使える
ことの確認、③エネルギー密度を上げて長持ちさせる、④

普及させるためのコスト の4つです。
定置用としては、これまで発電設備の側に蓄電池を置く

「系統連係円滑化蓄電システム」の開発をしてきましたが、
今年新たに立ち上げたのが、いくつかの再生可能エネル
ギーを系統側でまとめてひとつの蓄電池で制御する「系統
安定化用蓄電システム」で、余剰電力貯蔵が2万円/kWh、
寿命20年という安全で低コストな大規模蓄電システムです。
移動体用としては、当面の主役であるリチウムイオン電
池の能力を最大限に発揮させるための技術開発を、さまざ
まな企業、大学と共同で行っています。
このほか、そもそも蓄電池の中で何が起きているのかを
探る「革新型蓄電池先端科学基礎研究事業」も行っていま
す。これによって将来、他国の追随を許さない、まったく新
しい概念の蓄電池開発につなげていきたいと考えています。

●これからの蓄電池
今後のNEDOの取り組みとして、ひとつは、電気自動車

の本格的普及を念頭に置き、リチウムイオン二次電池（LiB）
の性能を最大限に発揮させる研究や、リチウムを超える新
たな概念の革新型二次電池の開発にも力を入れていきま
す。一方、定置用として太陽光発電や風力発電の導入拡
大を見据え、安全で寿命が長く、コスト的に競争力のある
ものを開発していきたいと考えています。最後に、太陽光
集中連係やメガソーラーといった設備が日本各地にできて、
大規模な電源に頼ることなく、再生可能エネルギーが最大
限利用され、CO2排出削減はもちろん、地域の雇用促進
にも役立つような仕組みを整えることが私の理想です。ご
清聴ありがとうございました。
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2月23日（木）、「京都ビジネス交流フェア2012」で開催された「京都試作フォーラム2012」で
は、神戸国際大学の中村教授の基調講演、事例紹介に続き、パネルディスカッションが行われま
した。今回は、基調講演とパネルディスカッションの内容を紹介します。

京都試作フォーラム2012基調講演

●	なぜいま中小企業なのか
なぜ試作が必要なのか。そ

して、なぜいま中小企業なの
か。かつて、中小企業はジャン
ボジェット機の後輪でした。後
輪は最後に離陸し、最初に着陸
する部分。つまり景気が良くな
る時は最後に、景気が悪くなる
時は最初に来るのが中小企業
なのです。ところが最近は、飛
行機が飛び立った後に寂しく後
輪が残っている。一緒に飛び立

てない。わかりやすく言えば、ユニクロがどんどん儲かっ
ているからといって、京都の繊維産業に仕事は来ない。
海外に生産拠点が移り、2003年ごろから下請けの中小
企業が切り捨てられる時代になってきました。
最近、ある大手家電メーカーの協力会社が集まる会に

行きました。有名な会なのですが、90年代以降、倒産し
た会社もあります。現在も会に参加しておられるのは、そ
の大手メーカーの専属的な下請けをしながらも、実は他業
種製品の研究開発をしていたという企業ばかり。要求され
たものだけを作り続けるという、大企業に依存した発展は
難しい時代となっているのです。

●大阪湾岸・パネルベイにおける企業進出から学ぶ
4年ほど前から大阪湾岸に次々と環境・エネルギー関連

の工場ができました。姫路のIPSテクノロジー、尼崎のパ
ナソニック、堺のシャープ。しかし先月、パナソニックは尼
崎工場の生産中止を決めました。たった2年間の操業。や
はりな、と思いました。なぜなら4年前、私が座長を務め
る経済関係の研究会にパナソニックさんをお呼びしたと
き、「5年後に工場が継続しているかはお約束できない」と
おっしゃっていたからです。IPSアルファテクノロジさんも
「工場の耐用年数は15年程度」とおっしゃっていました。
国際価格が暴落しているので、早く建てて、早く儲けて、
儲からなくなったら機械ごと売り払うというわけです。「工
場」ではなく、「大きな設備」という感覚。そうでないと国際
競争で生き残れないのです。大企業は最適地生産を目指

して海外に出て行く。しかし、国内、京都で生き残るしか
ない中小企業はどうすべきか。地域密着で雇用を生んで
いくしかありません。

●氾濫する情報の中で
インターネットが普及し、情報スピードが速くなって、潮
目が大きく変わりました。私は「あいち自動車産業イノベー
ションプラン」に関わっています。最初は「電気自動車」と
いう名称を使っていましたが、某自動車会社の技術者から
「電気自動車＝次世代自動車ではない」と言われて変えまし
た。そんなに普及しないというのです。
これから自動車が普及するインド、アフリカ、中国では、
今後10年間でガソリンエンジンだけの自動車が40％伸び
ると予測されています。日本ではディーゼルエンジン＝時
代遅れと思われていますが、今年のモーターショーを見て
も、電気自動車をアピールしているのは日本のメーカーだ
けで、欧米はクリーンディーゼル車やガソリン自動車の燃
費向上に力を入れています。ディーゼルエンジン、ガソリ
ンエンジンで高い技術を持つ日本の企業は、期待されて
いるのに「もう終わりだ」と思い込んでいる。あるモーター
ジャーナリストが欧米へ取材に行くと、「日本の自動車関係
の中小企業を紹介してくれ」と言われるそうです。探して
も日本語のホームページしかないし、電話で問い合わせも
できないと。これではもったいないです。
とはいえ、それぞれの会社で海外からの問い合わせに
応える体制をつくるのは難しいことです。そこで、今日の
テーマである「SHISAKU（試作）」となるわけです。

●伸びるために何が必要か
この10年間に関西圏で伸びている企業の特徴を調べる

と、次の7つの要素のどれかに当てはまります。①大手企
業との直接取引をしている。②産学連携による研究開発を
している―大学だけではなく、高専もレベルの高い研究
をしている専科があり、狙い目です。③量産化や設備投
資をしている―学生たちは、町工場というと映画『寅さ
ん』に出てくるタコ社長の会社、あるいは「シャチョー」と
言っているようなCMが浮かぶと話します。町工場であっ
ても、職人技は大事ですが設備投資も大事です。④大手
企業とパラレルな取引をしている―1社だけでなく、複
数の取引先を持っていること。⑤他社との業務提携等の
企業間連携（M&Aも含む）を熱心にしている。その他、⑥
海外生産拠点の開設、⑦海外市場展開をしていることな
どが挙げられます。

神戸国際大学
経済学部

教授
中村 智彦 氏

基調講演
無限に広がるSHISAKUの可能性

～ストップ・ザ・空洞化！！～
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【お問い合せ先】（公財）京都産業21 連携推進部 企業連携グループ TEL：075-315-9425  FAX：075-314-4720
E-mail：renkei@ki21.jp

京都試作フォーラム2012基調講演

ある大阪の経営者の方がこんな話をされました。「昔、
FAXが普及し始めたとき、『FAXなんていらへんわ』と言っ
て導入しなかった企業はみんなつぶれたで」。HPもそうで
す。「うちはB�to�BやからHPはいらん」という経営者の方
がいます。しかし、あなたの身内の方がどこかの中小企業
に就職が決まったと聞けば、どんな会社かHPを見てみよ
うと思いませんか？もしHPが見つからなかったら、「なん
や、HPもない会社かいな」と思いませんか？

●なぜいまSHISAKUなのか
学生に、「スマートフォンの代表的なメーカーを2社答え

なさい」と聞くと、iPhoneのアップルはすぐに答えますが、
ギャラクシーがどこのメーカーか答えられません。価格が
高くてもそこにしかない技術があるなら、中小企業の製品
でも売れるのです。「大手は海外に出てしまい仕事がない。
所詮は下請けだ」と皆さんは嘆きます。しかし裏返せば、
どんな部品を使っているか、どんな素材を使っているか、
どんな加工をしているか、どんなソフトを使えるか、メン
テナンスはどうなっているか、サービスはどうなっているか
――つまり、皆さんが持っている技術やノウハウ次第で世
界でも勝負できるようになっているのです。大量生産は海
外でする。しかし、「高くても京都でしかできないもの」の
オーダーは確実にくる。そうなると、SHISAKUという仕
組みが重要になります。
「Kyoto」という地域ブランドは、世界中どこでも知られ
ています。ギリシャが経済破綻したのは、もともと製造業
が少なく、観光業に依存していた国であったことが背景に
あります。日本は天然ガスも石油も出ない国です。製造
業がしっかり国を支えなければ立ち行きません。国はこれ
まで、よくできた長男の製造業ではなく、要求の多い次男

の商業や三男の農業ばかり支援してきました。しかしここ
へ来て、国も製造業の支援策を考えています。長男もじっ
と我慢するだけでなく、声を上げていく時です。

パネルディスカッション
テーマ：京都試作プラットフォームの新たなステージに向けた展望
パネラー：中村	智彦�氏（神戸国際大学経済学部�教授）

上田	温之�氏（京都試作センター㈱�代表取締役社長）
鈴木	三朗�氏（京都試作グループ代表者会議�代表/㈱最上インクス�代表取締役会長）
竹田	正俊�氏（京都試作ネット�代表理事/㈱クロスエフェクト�代表取締役）
南郷	　真�氏（中途半端ネット�代表/㈱ナンゴー�代表取締役／KSNメンバー）

コーディネーター：山下	晃正�氏（京都府�企画理事）

「試作」を新京都ブランド産業のひとつに―平成14年から始
まった京都府の取り組みは、18年の京都試作センター㈱の設立
によって京都試作産業プラットフォームの枠組みが構築されまし
た。これまでの5年間、試作に取り組んできた中小企業の成果と
今後の展望や課題についてディスカッションが行われました。
成果としては、チャレンジングな試作経験による社員の成長だ

けでなく、「言われたものだけをつくる会社だったが、試作を通じ
て将来への仮説を立てて人とカネを集中させるなど、会社が未
来に向かって動き始めた」（鈴木氏）、「自社の強みを様々な形で
表現できる」（南郷氏）など、試作を通じた収穫が報告されました。
また、近年は試作へのニーズが多様化し、プロジェクトを組む

ような複雑な案件も増えたことを受け、高まる市場からの期待に
応えるためにも「顧客のニーズをきちんと把握することが非常に
大切」（上田氏）。さらに、今後の展望として、「『SHISAKU』を
世界の共通語にしたい」（竹田氏）という野心的な目標のもと、い
かにブランド力を高めるかに話題が移ると、「そのためのビジョ
ン、ミッションをしっかりと描く必要がある。京都の「試作」とい
う人形はできたが、まだ魂が入っていない」（鈴木氏）という厳し
い意見も。「魂を入れる議論を深めるためにも、今後は国際競争
を見据えた取り組みが必要」（中村氏）など、京都発の
「SHISAKU」ブランドのさらなる飛躍に向け、活発な意見交換が
行われました。
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京都試作プラットフォーム『試作横丁』

京都試作プラットフォーム『試作横丁』
in 京都ビジネス交流フェア2012 ～ものづくり加工技術展～開催結果概要

今回のフェアでは、初めて京都試作プラットフォームに参画する各試作グループ（10グループ）が一堂に結集し、一体と
なって京都試作プラットフォームの強みをアピールしました。
会期中は、フェア初日に開催した「京都試作フォーラム2012」の参加者をはじめ、発注メーカー、大学、研究機関等の研
究開発責任者等、多数の来場者があり、30件を超える具体的な商談を行いました。
現在、京都試作センター㈱をはじめ、各試作グループが手分けして企業訪問するなど、試作案件の具体的な受注に向けて
積極的なフォロー活動を行っています。
今後も、京都試作プラットフォームとして一丸となって、全国規模の展示会等に出展し、「京都試作」の技術力、ソリューショ
ン力をアピールしていくこととしています。

去る2月23日（木）～ 24日（金）の２日間、京都パルスプラザ　大展示場（京都市伏見区竹田）
において、「京都試作プラットフォーム設立５周年記念」の一環として、『試作横丁』in京都ビジネ
ス交流フェア2012～ものづくり加工技術展～を開催しました。

出展グループ 	 アルフォース、北京都大物試作ネットワーク、京都治具ソリューションネット、京都試作ネッ
ト、京都制御ソフト工場、京都でんき試作ねっと、京都伝統工芸試作ねっと、丹後試作隊
京都試作センター株式会社

【お問い合せ先】（公財）京都産業21 連携推進部 企業連携グループ TEL：075-315-9425  FAX：075-314-4720
E-mail：renkei@ki21.jp
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京都府では、依然として厳しい経済・雇用情勢に対応するため、京都市と協調して平成24年４
月から、中小企業向けのつなぎ融資のセーフティネット保証枠の創設、経営発展支援融資の融資
期間延長・金利引下げ、太陽光発電設備等整備融資の創設を図るなど中小企業融資制度の一層の
充実、継続を図り、中小企業の経営の成長、安定・再生を支援します。
京都府産業支援センターお客様相談室においても相談に応じていますので、お気軽にお問合せ

ください。
詳細は京都府ホームページをご覧ください。http://www.pref.kyoto.jp/kinyu/seido.html

1 つなぎ融資のセーフティネット保証枠の創設（平成25年3月末までの緊急対策）
経営の安定を図るため、経済変動・雇用対策融資に短期（1年以内一括返済）、低利（年
1.8％）、融資限度額（3,000万円）のセーフティネット保証枠を創設

2「経営発展支援融資」の融資期間延長・金利引下げ
中小企業の成長・経営安定を図るため、設備資金の融資期間を10年以内から15年以内に
延長、災害復旧に伴う資金支援の金利引下げ（▲0.2％）

3
太陽光発電設備等整備融資の創設
中小企業の太陽光発電設備等の整備に必要な資金を支援するため、長期（15年以内）、低
利｛年2.2％（小規模企業者等は年1.8％）｝、融資限度額｛8,000万円（組合1億6,000万円）｝
の融資を創設

4「あんしん借換融資」の継続（平成25年3月末までの緊急対策）
セーフティネット保証の対象となる中小企業者向け融資を継続実施
（融資期間10年以内、年利1.8％）

【お問い合せ先】 京都府産業支援センター お客様相談室 TEL：075-315-8660  FAX：075-315-9091
E-mail：okyaku@ki21.jp

5「経営支援緊急融資」の継続（平成25年3月末までの緊急対策）
売上が減少している中小企業者向け融資を継続実施
（融資期間10年以内、年利2.1％）

6 雇用促進支援融資の融資対象者要件緩和の継続（平成25年3月末までの緊急対策）
常用労働者を新たに1名以上雇用しようとする中小企業者等を融資対象者とする

京都府中小企業融資制度のご案内

京都府中小企業融資制度のご案内
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設備貸与制度

設備投資なら財団の割賦販売･リースで！
今なら 利息の1/2を助成！

平成24年度の1年分

前年度に引き続き実施することとなりました！
■助 成 内 容	 助成対象期間中の割賦損料の1/2			｝	 助成対象期間中のリース料の2.5％		（助成金の交付申請をしていただく必要があります。〆切：未定）

■助 成 対 象 期 間 	 平成24年4月1日～平成25年3月31日
■助成金お支払時期	 平成25年3月末予定（助成対象期間中の最後の割賦料・リース料の入金確認後となります。）

信用保証協会の保証枠外で利用できます

金融機関借入枠外で利用できます

償還期間が最長7年と長い

固定金利です（割賦販売）

企　業

財　団 設備販売業者

割賦・リース
契約締結 割賦・

リース料返済 設備選定

売買契約締結

設備代金支払

設備納入

お問い合せ先 （公財）京都産業21 事業推進部 設備導入支援グループ TEL：075-315-8591  FAX：075-323-5211
E-mail：setubi@ki21.jp

企業の方が必要な設備を導入しようとされる時、希望される設備を財団が代わってメーカーやディーラーから購入して、その設備を
長期かつ低利で割賦販売またはリースする制度です。設備投資の際は、是非一度お問い合わせください。

区　　分 割賦販売 リース
対 象 企 業 原則、従業員20人以下（ただし、商業・サービス業等は、5名以下の企業ですが、最大50名以下の方も利用可能です。
対 象 設 備 機械設備等（土地、建物、構築物、賃貸借用設備等は対象外）
対象設備の金額 100万円〜8,000万円まで利用可能です。（消費税込み）
割賦機関及び
リ ー ス 期 間

7年以内（償却期間）
（ただし、法定耐用年数以内）

3〜 7年
（法定耐用年数に応じて）

割賦損料率及び
月額リース料率

年２．５０％
（設備価格の10％の保証金が契約時に必要です）

3年２．９９０％　4年２．２９６％　5年１．８６８％
6年１．５９２％　7年１．３９０％

連 帯 保 証 人 原則1名（法人企業の場合は代表者、個人事業の場合は申込者本人以外の方）でお申し込みできます。


